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書

対的窮乏化法則は過少消費説の彫響を受けていると主 

張する。

以上，本書の内容を一霞してきたが，著者の生張は 

若干の問題点を含んでいると思われる。

第 4 の問題点は，著者の恐慌 .理論である。著者は， 

恐慌の原因を資本の絶対的過剩也廣にもとめている

(第6 章:）力％ 恐慌が爆発するメカニズムを述ぺてい 

ないため，箸者の主張の詳細が明らかでない。 また， 

著者が， [恐慌の究極の根拠 j たる資本主義的生摩に 

対比しての大条の窮乏と消費制限といういわゆる r内 

在的矛盾 J を不明瞭かつ断片的な'ものとして拂除して 

しまう理由は，説得力に欠けそいる。著者の主張では， 

マルクスがもっと生きていたら， まとまった叔述に:書 

き改めただろうという,’スウィージーの説への効果的 

な反論は不可能である。 しかし，本書の to{題は恐慌論 

そのものの検討ではないから， ここでは立入った議，論 

は差し控えるぺきであろう。

第 2 の問題点は，著者がァダム ♦スミスに過少消費  

説の期築があると主張している点である。確かにスミ 

スは，.固定資本を，流通することなしに収入をもたら 

すものとの誤った規定をしている。 しかし，他方でス 

ミスは, T 国 ® 諭 J 第 2 縮 の 論 （岩波文庫版, 第 2 分 

冊，pp. 232- 233) で，蓄 積 が 分 業 を 進 展 さ せ ,そ れ に  

よってお働 :!Jl座'力か上昇し，生■産量力、増加すると述べ， 

さらに第 1 編 第 8 章 （i b i d . ,第 1 分M ,  P. 219) で， 生 

産力の向上はすべての商品を安価にすると主張してい 

る。著者プリ一二一は， この点を欠落させている。 ス 

ミスの主張の力点は，.固定資本にたいする需要の無視 

.による有効需要の不足にあるのではなく，蓄積による 

生を力の上昇と富の増大に置かれていたのである。

第 3 の問題点は，著 者 が ロ ー ザ . ルクセン.プルグや 

ヶインズを過少消費論者から除外している点である。 

その理由は，箸者によれば， ルクゼンプルグもケイン 

ズも，不 足 す る と 言 っ て い る の は 需 耍 一 般 （総需要） 

であって，その中の消費財だけが不足すると述べてい 

Iるわけではないからだという。 しかし，ノレクセンプル 

グは，拡大 T? 生まにおける剰余価値実現のために資本 

主義社会以外の購買者の— 辟の必要性を強調している 

し （『資 本 菩 (論J第 3 編第2(3章，長谷部訳，靑木文庫， 下卷 

P. 412) , ヶインズも， 政府支出を有効需耍の不足を償 - 

う ものと して位置づけている。 とれは， まさに過少消 

数説の考え方である。 これがたんに定義の問題として 

片付けら;K ないのは，本書の著者によって過少消費論 

者と鋭定された（P. 2 3 0 )スケィ一ジ一が， 過 少 消 >0

の倾向にぼ対する諸勢力として国家支-出を位置づけて 

いたび資本主義発展の现論J, rい村訳, P. 23め か ら で あ  

る。 ’

最後に , 以上の如き問題点を含みながらも , 本書 I'i, 

19世紀初頭から現代にぃたる過少消費説ゐ系譜をまと 

めたという点では評価されるべきセあろう。 しかし, 

その整理の祝点には，なお疑 fJU点が含まれていると想 

われる。

過少消費説が直接係る論理次元は，再•生鹿:論と恐慌 

S命である。.恐慌の原因をミ费不足に求めチこ. マルサスや 

シスモンディは， そウ消費不足が:こじ産過程の中でい 

わぱ構造的につねに生じると1て張しチこ。この誤 g •にた 

ぃする批判は， 内的に矛盾を合むとはいえそれがすぐ 

に不均'海を意味するのではないことを示しているマル 

クスの再生産論において , 明白に展な3 されている。 し 

力、し他方でマルクスは , 消費制限を，恐慌の直接の原 

因ではないとはぃ £ , その究極の根拠と位置づけて、 

るのであって， この点を無視することはできない。恐 

慌の原因が資本の絶対的過剰生産にあると主張する著 

者は , 過少消費説を，79生産論と恐慌論の区別なく混 

然一体として論じ，全面的に否定してしまうが , 恐慌 

における消費制限を如何に説明するかという問題は， 

なお残されたままである。

〔Michael Bleaney> tJnderconsumption Theories 
A  History and Critical Analysis, Lawrence and 
Wishart, London, 1 9 7 6 .邦依j2,0が円〕

. ’ 中 宮 光 隆 ，

(廣應義慈大学大学院経済学研究科博士課程〉

戸塚秀夫,.徳永重良觸 

『現 代 労 働 問 題 』 • .

—— 労資関係の底史的動態と構造-

( 1 )

久しい以前に「もはや艘後は終ったj と言われなが 

らも，日本においては，，r戦後r という言葉自# ：は， 

なお生きうるような状況がながく続いてき/こ。しかし 

近年，あらゆるところでT戦後体制J の動揺，崩壊が 

叫ばれ，ブの艇換が摸索されズいる。それは，労働fifJ 

题の分野をとっ文みれぱ， r春闘の終焉J がはかなら

-11X093)



im

r三田学会雑誌J 70巻 (5号 （1977年12月）

ぬ春闘体制の確立を担った中心人物のロから出たととという点については,を中の疑間を感じざるをえない

によって，象徴的に示される。

欧米諸国においても，アメリ力の地位の下と合回 

の深刻な世界不況の中で,， [戦後休制J が崩壞をたど 

りつつあることは明らかである。そして，第二次世界 

大戦を節目とする恋化と，戦前一戦中一戦後の述続性 

とを服史の流れの中に位置づけようとする時，r現代J 
は，第一次世界大戦，世界恐慌,第二次世界大戦を重 

要な節とする国家独占資本主義の時代であり，進行す 

る ス タグフ レ ー シ g ンはその矛盾のあらわれとされる。

( 2 )

本書はT資本主義の危機を労働問題との関連で捉え 

-.‘ ..‘a 家独占資本主義の形成，展開, 没落の全過程を, 
労資関係の点から促えなおす試みj (序享）を課題と 

するものである。この課題に対する研究方法としては, 

(1)労働問題の一般的ぎ察（労働力商品化とこれに対する人 

間としての労働者のプロチストという資本主義社会のr難点J 

および，執筆者の規定による四つの労働者の欲求，不満)，（2) 

労働問題の歴史的考察‘(労働者の欲求,不満自体の歴史的 

性格，（■资I点j のあらわれ方およびその解決の仕方の歴史的 

変化) , ( 3 )『現代』劣働問題の考察（第一次世界大戦を通 

じて打ち出された現代労資関係の持組と，第二次世界大戦を 

通じてのその定着)，というH 本の柱が序享において示 

される。それにそって，第 1 享以下，五ケ国について 

の検討が展開される。

目次と各ぎの執筆者は次9 通りである。

序 章 課 題 と 方 法 （戸塚秀夫，徳永ffiiC)
現代資本主義と労資関係（兵藤剑）

イギリス資本主義と労資関係（戸塚秀夫） 

アメリ力資本主義とネ資関係（栽原進）、

ドイツ資本主義ど労資関係（德永ffl曳） 
フランス資本主義と労資関係（新ffl俊三）

イクリア資本主義と労資関係（河野®)
総括（戸塚秀夫，德永重良）

補 論  

第 1 享 

第 2 ぎ 

第 3 章 

第 4 章 

第 5 章; 

終 章

( 3 )

本書は5 0 0ベ…ジにも及ぶ大著でありながら，•一国 

当り平均90^ 一 ジという制約のために，盛りだくさん 

な内容になって,各国の労資関係の流れは必ずしもつ 

かみやすくない。その意味では，序章で示された本書 

の意因が各国について十分に展開されているかどうか

謝りをおそれず，あえて要約しようとすれば，以下の 

ように言えるだろう。

イギリスにおいでは「すでに第一次世界大戦前に労 

働組合の存在をみとめたうえでの社会改良の仕組が形 

成されJ (p. 5 2 )第次世界大戦，世界恐慌,策二次 

世界大戦に対応して, いずれも労使間の団体交渉，協 

約体制および協譲制の整備，強化がはかられた。そし 

て，現在，イギリス資本主義没落の中で，資本家側か 

らの従来め粋組のr：fij；改革J 要請と，これに対する労 

働者側の抵抗が激しい衝まを繰り返している。

アメリ力では， I■格民J のために'「金融資本の確立 

とともに職業別組合主義が労働運動のへゲモニ- - をM 
立するというやや特異なコースをた ど る 129)。第 

一次世界大敝後[資本主導の戦時労資開係の再編成と 

それに綺く A F  L の衰退は，1920年代にアメリ力資本 

主義を持続的繁栄に導いたJ ( P ,l 43) が，ュューディ 

一ル政策下で、労資同権化の発端が開かれ，さらに，第 

二次世界大戦後に，安定した協約関係の成熟をみるに 

至る。し力、し，その安定の中で，いくつかの変化がす 

でに発生している。

帝政下において，履主專制的労使関係を特色とする 

ドイツは, 1 1 月]^命とそれに綺くワイマル体制のもと 

で，改革派と本命派の対立に大きく左右されながら， 

プルジョワ民主々義の徹底化と企業の社会化,労働者 

の参加をめぐる動きが展開される。しかしながら，大 

恐慌はヴイづル体制を崩壊させ，ナチス体制下で労働 

者組織は完全なまでに圧殺される。第二次世界大戦後 

の西ドイツは，1955年ご6 から組合の協調化と共同決 

定制の上に, 安定した労資関係を築いてきたが，69年 

の9 月ストはその動播を示すもめである。

フランスは，20世紀物頭に革命的サンディカリスト 

運動の高揚をみたが, その後，労働運動は分裂し，世 

界恐慌下にお、、て再統一を成し遂げ，人民戦線政権を 

成立させる。人民戦線の崩懷後，i'1'i新連動の中心はレ 

ジスクンスに担われ，第二次世界大戦後の労働運動は 

これを引き継ぐ。終戦直後, 運動は fffl有化J と r参 

力i i j を軸に展Dfjされたが， ドゴ一ル体制下において 

r參加J は変質し労働運動全体が体制に吸収されて 

いく。しかし，1968年の5 月 1̂*1：命は労働運励や左與諸 

勢力の新たな動きを生み出してきていを。

イタリアでは， 19世紀末から20世紀初頭にかけす労 

働組合が結成され，第一次世界大戦後には工場評議会 

運励（労使)者のエ勘惊fflQが活発にくりひろげられるが，

d
ぎ

譲

■P
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練くフプシズムのもとで，労資関係の形式上の整備は 

なされるものの，労働者のg 由な活動は封じられる。 

第二次世界大戦後の経営評議会をめぐる抗争は，イタ 

リア経済の高度成長のなかで,労働運動の分裂も作用 

して，力関係の経営侧への値斜に終るが，60年末から 

新しい労働者組織（工場評譲全).と企業レベルの交渉 

協約制度が辕極的に展開されている。

以上のような各国についての検討は，終章において， 

次のように総括される。 '
まず，腹史がJ前 提 （第一次世界大戦前の到速点） とし 

て, ( 1 ) r組織労働者数が比較的少なかったことJ,  (2) 
r労働組合の法的保障はきわめて不安定かつ不十分な 

状態であったJ こと，( 3 )「労働者階級の資本主義社会 

における地位が総体として低かったことJ があげられ 

る。

第一次世界大戦と戦後危機は[アウトサイダー的存 

在であった労働者階級を一挙に休制内的存在に艇化さ 

せた重要な契機であj CP- 4 8 3 )り，T相対的安定期j を 

経た後， [現代資本主義は， 3 0年代の恐慌一危機を克 

服する過程で"‘…労資関係に恒常的に介入して経済過 

程の総合的な調節，操作を計るという統御装置を银大 

成したKP‘49D。 このような現代的な労資関係の枠組 

は，第二次世界:;^戦後，世界的に定着し，経済成長に. 
寄与したが，その中で矛盾や対立が酸成され，これま 

でにない新しい特徴のみられる労働運動が活発化しつ 

つある6

( 4 )

おそらく，本書を一読した者は二つのことに気づく 

はずである。一つは，ここで言う r労働問題J とは 

•'労働運動諭J の視点からみるものであること。もう 

一'：)は， [経営参加J が重要なモチークをなしている 

ことである。

まず, 前者についてみれば， [労働問題のある侧面 

を 『労働経済論』なり r労使関係論』の対象として， 

あるいはまた『労務管理論J の対象としてとりあげる 

ことに深刻な不安J (はしがき）を感じる執iff者達にと 

って， 「労働問題を労働問題としてとりあげる試みJ . 
とは，マルクスの階級關争理論に則って，労働運動を 

通してのf資本主義国における社会主義命の可能性 

を探るJ (P. 2 ) ことにはかならない。それは[本書が 

突跋家の方々によっで吟味されることを，われわ 

れはひそかに期待しているJ (はしがき）ことや， 1■労

評 、

働問題分析の主耍動因として労働者の抗議W 捨象し 

たJ (P. 4 9 9 )力 ダ ン ロ ップらのrインダストリプ 

リズムJ への批判にもよくあらわれている。

アメリカにおける社会主義の潮流やイギリスの現状 

について9 記述が，評者に少なからぬ疑問を抱かせる 

のも，こうした執筆者の視点によるものであろう。も 

ちろん，たとえぱ，アメリカやイギリスにおいて,共 

産党系の運動が主流を占めなかったことを以って, lit 
ちにその存在意義がなかったなどと言うつもりは毛頭 

ない。少数派は少数派としての意味を持つととも十分 

ぁりぅる。

しかしながら，イデオロギー上の少数派よりも，も 

っと®，耍な意味を持つ少数派が存在することも，また 

事まである。二つの世ホ大戦中，産業に大量進出した 

女性労働者や，アメリカの黒人は言うにおよぱず,第 

二次世界大戦後，西欧諸国に流入した外国人労嬉者の 

存在は，資本家側にとってよりも，むしろ，労働運動 

の中核たる基幹産業の男性労働者にとってこそ間題に 

なるのではないだろう力、。資本家対■労働者という大样 

は認めるにせよ，それ以上に労働者陪級の内部対立と 

も言うぺきものは深刻であったし♦ 現在もそうであるe 
それは単に「改良派J r革命派J と色分けをして済ま 

せてしまうには，あまりにも重大な問題をはらんでい 

る。

さらに,労働者階級の内部対立に関してつけ加える 

ならば，本書において，平組合員と組合指導者との対 

立の存在や問題の意味はJ i落されていないが， r戦岡 

的な平組合員J を r自立性j [主体性』を持つものと， 

単純にきめてかかってよいのかどうか，検討の余地が 

ぁろぅ。

次に，後者については， rいわゆるHi家独占資本主 

義論についての覚え書J というサプ. タイトルを持つ 

補論が注目される。国家独占資本主義そのものの論議 

は，およそ評者の能力を越えるものなので，深く立ち 

入ることはできないが，少なくとも本書の理解のため 

には，次のことをおさえておかなければならない。す 

なわち一一国家独占資本主義段階においては, ：i¥こ命的 
エネルギーを吸収し，労働者の国家への統合をはかる 

ため，ワイマル憲法に示されているよ.うに，労#A組合 

の法的嚴認のみならず，経営評議会の設置（経営参加） 

をも必要とする。この複合的な样組の編成は，綠力戦 

としての第一次世界大戦とともにはじまる。そして， 

国家独占資本主義の矛盾の発现としてのスタダフレー 

シg ンがすすむ中で，1970年代以降，先進資本主;義国

•115( 695 )
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では，複合的粋組の保持，強化がはかられつつある 

— ということである。

このような所説に対する論議もいるいろあろうが，

イギリスのシg ップ ‘ スチュワード,ドイツの共同決 

定制，プランスのガ' ンディカリズム的な伝統，イタリ 

アの工場評譲会など，本書における各国の麼史的発展 

をみるならぱ, ある程度な;るはどとうなずけよう。も 

っとも，現代資本主義の最先端をゆくアメリ力におい 

て r経営参加J がはとんど取りあげられないことにつ 

いての納得できる説明は見当らない。

そのはか， 「労資関係J と [労使関係J および[労 

使 '関係の法的枠組J と [労資関ぽの実態的枠組J とい 

う概念の使い分けも，もう少しキメ細かな時味が望ま 

れるだろう。また， 「資本主義の発展をリードしてき 

たと自され」、か つ r i i史的な節における階級的対抗が 

顕著にあらわれたJ ( P * 1 7 ) というニ要件に基づく国 

の選択には, それなりの妥当性が認められるが， r展 

望J を得るためには，経営参加や社会保障を横極的に 

推進してきた: ^ クcn—デンのような若い国や，農業S  
的色彩を強く残しながら，西欧諸国とはかなり異なる 

国づくりを行なっているオーストラリアなどの国も， 

福祉国家の間題が，それへの贊否の如何にかかわらず, 
避けえないものになっている時，検してみる必要か 

あろうレ

( 5 )

本書はすでに指搞したような重要な間題点をいく

か含んでおり, 特に階級闘争理論に基づく「労働運動 

論J としてね展開には，人によってはS いわゆる[教 

条主義』として，本書全体を否定的に評価しかねない 

ほど強烈なものがある。しかしながら，評者と.してほ 

新しい試みの共同研究め成果を認めたい。とりわけ， 

実践とのかがわりを見失うまいとする基本的態鹿は， 

その評価はどうあれ，大きな刺激を'与えるものであろ

また，労働問題の歴史研究においては，茵別の個別 

研究か, あるいは，社会政策学的伝統を受けて，産業 

資本主義段階のイギリス，独占段階のドイツというよ 

うな r典型J としての研究が多い中で,第一次世界大 

戦以降に限られるとはいえ，一定の基準で選び出した 

H 々を, 一定の方法で，通史的に分析してみることは， 

新しい試みとして注目される。

また，本書は， 4 年以上にもわたる研究会活動をふ 

まえた上での執禁であるためか，共通認識の浸透の族 

合は執擎者によって差があ'るように思われるものの, 
単なる寄せ染めに堕することなく，一応，共同研究の 

成果:があったものとして，評伽されるべきであろう。

残された課題として，特 に 「労働問題の国際的連関 

iこついての考察J (P- 5 0 3 ) 'があげられているが，これ 

についての共同研究の，より一層の展開を期待したい。

〔有斐閣C有嬰® 大学双書)，昭和5?乂1^7月，定価2,700円〕

' 大 森 真 紀

(慶應義塾大学大学院経済学研究科博士課程）
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